別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:法律相談事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　消費生活担当　電話番号：058-272-1111（内　2389）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：777千円（前年度予算額：778千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県民生活相談センターに、県民生活相談員を配置し、行政に関する相談や、日常生活の悩みごと・困りごと等県民相談全般に関する電話・来訪等の相談に対応しているところであるが、法的判断が必要な案件について、県民が気軽に弁護士に相談でき、問題解決への指導・助言を受けられる場を提供することを目的に、「法律相談事業」を実施する。
・内容   派遣弁護士による無料法律相談を月２回実施
         派遣元：岐阜県弁護士会（1名/回）
	２　所要経費


・法律相談事業　　　　　454千円
・県民相談に係る事務費　323千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け



Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
５ 安心してモノや食品を買い、消費できる地域をつくる
	２　これまでの取組状況


　　弁護士による法律相談は、平成１８年度の県民生活相談センター設置以前から取り組んでいる。昨年度の実績は以下のとおり。
　＜平成２１年度法律相談実績＞
	家庭
	相続
	不動産
	借地借家
	金銭
	賠償問題
	契約
	その他
	合 計

	43
	30
	13
	24
	20
	12
	7
	24
	173


	３　これまでの取組に対する評価


　生活全般に関する権利義務意識等の拡大に伴い、法律相談のニーズは増加傾向にあり、定員を超える場合もある。他機関で実施している別の相談窓口との連携を図っていく必要がある。
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	778
	
	
	
	
	
	
	
	778

	要求額
	777
	
	
	
	
	
	
	
	777

	1月15日時点査定額
	777
	
	
	
	
	
	
	
	777

	決定額
	777
	
	
	
	
	
	
	
	777








